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Jean-Yves Le Gall（P. Bertolucci‒ 上級副社長から変更）、Arianspace 社長-  
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N. Helm  -デュープティ・ダイレクター、スペース&アドバンスド・コミュニケーション研

究所‒ ジョージ・ワシントン大学, NASA から来られたパネリスト 

 

 

 

 

 ヘルム氏は講演の中で、インターネットが社会の変革をもたらし、衛星技術もその中で必要にな

ってくるとしています。 

インターネットの成長は１８ヶ月で２倍になるという成長がつづいています。２００３年には 1 億８

０００人が使用しています。電子商取引も伸びると考えています。今ちょうど、電子商取引はすべ

ての取引の約２％です。今後１０－２０年でそれが 50%になると予測します。また、１９８０年頃大企

業では働く人は全人口の７５％程度であったが、２０２０年ころには中小企業で働く人の数と逆転

するであろう。教育（2 歳～８２歳）や電子商取引が発展をもたらすとしています。さらに、個人デー

タはチップに埋め込まれ、パスポートや運転免許証、病院のカルテなどに使用されるようになり、

政府がどこにいるかを知ることができるようになるとしています。 
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インターネットの発達は第一段階としてはテキスト等の文字データであったのが第二世代になると

映像が加わり、さらに将来第三世代になると新しいサービスが生まれるであろうと考えています。

これにはグリッドコンピューティングは知識システムなどがあげられる。 
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 このなかで、衛星通信はなくてはならない物になっていくだろう。たとえば将来の国際的な旅行

者は電話を持ち、これは無線ＬＡＮがあるところなら無線ＬＡＮを、通じない場所で高高度プラットフ

ォームを、さらにそれも通じないと衛星でという具合になると思われる。いずれにしてもあらゆる手

段をつかってコミュニケーションを図ることになる。 

 最終的には通信は実際の移動より多くなると思われる。 
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J. Rigley ‒ 副社長 ‒ 通信研究センター カナダ 

 

 

 

 カナダは大きい国で日本はもちろんヨーロッパ全体を比べても図にあるように広大な国土をもっ

ている。しかも人口密度は１人／Ｋｍ２がほとんどで７０人／Ｋｍ２以上のところは国土の面積に比

べ小さい。このため、衛星向きの国である。 
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 カナダ政府の２１世紀の目標は手を携えて経済的また社会的ゴールを目指して突き進むことで

ある。また、これを実現するため、２００５年までに広帯域の接続手段を確保し、世界の人と繋がる

環境を持つことである。 
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この実現の第一ステップとしてカナダ政府はAnik F2 を２００３年に打ち上げる。そのスペックは

図のようなもので Ka 帯のトランスポンダを持っているのが特徴である。これを実現する企業（テレ

サット、コムデブ、EMSなど）がカナダにはあり、それぞれの立場でR&Dを支えている。この衛星は

アメリカもカバーするように４５ビーム６ゲートウェイの体制をとっている。 

 Anik F2 は将来の可能性を開くものである。 
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 アレニク・F2 のプログラムの目的にはパートナーシップがある。これには政府のみならず、技術

開発や宇宙産業との連携もある。この衛星により遠隔医療や、教育の発展に寄与し、郊外でも高

速インターネットが利用できるようになる。 

技術は全てオープンである。 
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C Allemand ‒ ダイレクター、プログラムと産業政策 - CNES 

 
 衛星のポジション、フランスの開発状態、今後の開発の３点について主に述べられた。 

この 1 年衛星のオペレータの売り上げが頭打ちになり、中長期的な視点から今後を考えていかな

いとならない。しかしながら、衛星の特徴があり、デジタルデバイドの解消とかコミュニケーション

のバックアアップとかにはどうしても必要である。 
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 衛星では元気なものもあり、アメリカではワイルドブルー、エコスター、シリウス、XM ラジオ等の

成功が挙げられる。アジアでは衛星はより期待できるものになっており、IP-STAR とか NSS-6 等

があげられ、日本でも QZS 等が期待できる。 

 欧州では衛星メーカが世界のシャアの２５－５０％を占めている。 
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 フランスではより先進的なペイロードを必要としており、アルファ SAT ではここに示すような仕様

で開発が進んでいる。ただ、社会的なムードは厳しいものがあり、この制約の中でテレコミュニケ

ーションの開発は続けていかなければならない。 
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 20 年前には日米欧がそれぞれ独自に開発をしていたが、今後は国際的な協調体制が重要であ

る。技術のための技術ではなく、タイムリーにその開発した技術を適用することが重要である。 
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古濱 洋治 氏  宇宙開発事業団 理事 

 

 

 i-SPACE の紹介をされた。i-SPACE は包括的な概念で、その中には３つの種類の実験衛星が

ある。すなわち技術試験衛星８号=ETS-Ⅷ, ワイドバンド・インターネット・ワーキングテストとデモ

ンストレーション衛星＝WINDS、そして準天頂衛星システム＝QZSS の３種になる。ETS-Ⅷはモバ

イル通信用、WINDS は固定通信用、そして QZSS はモバイル通信とナヴィゲーション用である。 
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この中で WINDS について説明をされた。 

WINDSの主要な特徴としては、まずKaバンドの衛星ということ。そして搭載されたATMスイッチが

あり、これによって効率のいい接続を実現している。二つ目として高速伝送能力があり、衛星スイ

ッチングとTDMAを利用してGiga bpsのレベルまでの能力があること。三つ目に拘束アクセス１５

５ Mpbs で、比較的の小さなアンテナ(２５センチの直径)でもうけられる。四つ目は、衛星は APAA

があり高速スキャンニング機能が用意されていることがあげられる。このような機能をもち、日本と

アジア・太平洋の関係諸国をカバーするように設計されている。 
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 WINDS を利用すると、ここに示すような事が高速で実現できる。すなわち、衛星ベースのインタ

ネットサービスと地上系のコミュニケーション、たとえば高速のデータ配信にミラーサイトへ送ると

いうことや郊外の地域で高速のインターネットを楽しむことができ、IP マルチスキャンもできる。 
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i-SPACE プログラムの主要なポイントをまとめると図に示すようになる。 

i-SPACE プログラムの主目的というのは、安全で信頼性の高い社会をアジア・太平洋地域で作る

ことで、これらの社会へ積極的な貢献すること。これが、宇宙インフラを活用していく。 

これらを実証するために三つの実験衛星WINDS・ETS-Ⅷと QZSS を開発している。 

これは宇宙技術の開発を通して NASDA はプラスの貢献をし、安全で信頼性の高い社会を近い将

来で構築したいと思っている。 
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Jean-Yves Le Gall（P. Bertolucci‒ 上級副社長から変更）、Arianspace 社長-  

 

 

 

打ち上げ手段を提供する側からの分析を述べられている。 

世界の打ち上げ者はヨーロッパのアリアン、アメリカのアトラス、デルタ、シーラウンチ、ロシアのプ

ロトン、ソユーズ、中国のロングマーチ、日本の H-Ⅱ、H-ⅡA あたりがあげられ、その内訳をしめ

す。１９９９～２００２年の打ち上げについてアリアンがもっとも多く商用も多い。赤が政府系、薄い

青が商用系である。 
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打ち上げるサービスを考えると、ここに示す問題点が挙げられる。商用では非常に安く打ち上げ、

契約期間がプログラムの遅れで短くなる等の弊害がある。 
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しかし、アリアンは最初に商用のサービスを開始し、２３年の実績や今まで１５９回の打ち上げ実

績などがある。また、１．３ｔから６．７ｔの４０機の打ち上げ依頼もあり、今後も打ち上げビジネスを

続けていく。 
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アリアンの戦略は 

 融和とバランスに基づいて、政府と商用の顧客に満足してもらうように勤める。 

 打ち上げが少なくても集中して取り組む。 

 ２個以上の打ち上げを１回で行うなどのコスト削減に努める。 

というものである。 

 なんといっても、政府を含む世界のユーザに技術面、サービス面で高品質を提供し、世界での

協力がキーになると考えている。 

 

 

Space Japan Review, No.31, October/November 2003                           20 
   


	プレナリセッションのチェア：鈴木良昭殿, 通信総合研究所
	J. Rigley – 副社長 – 通信研究センター カナダ
	C Allemand – ダイレクター、プログラムと産業政策 - CNES
	J. Rigley – 副社長 – 通信研究センター カナダ
	C Allemand – ダイレクター、プログラムと産業政策 - CNES

